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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 紋別市
もんべつ し

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 小 向
こ むかい

(道営草地整備事業(担い手中核型))

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、オホーツク海沿岸特有の冷涼な気候の中で酪農経営の大型化・近代

化が進められ、農業者の80%が酪農経営であるなど、酪農が地域の重要な産業に定
着した。

このため、特に飼料自給率の向上、良質粗飼料の確保に資する牧草地等の経営
基盤の整備を行い、今後も安定した効率的な酪農・畜産経営の確立を図ることを
目的に本事業を実施した。

受益面積：924ha
受益者数：38戸
主要工事：草地整備改良485ha、草地管理用道路整備1.7km、雑用水整備3.2km、家畜排せつ

物土地還元施設31ヶ所（堆肥舎16ヶ所、尿溜15ヶ所）
総事業費：1,300百万円
工 期：平成10年度～平成17年度（第１回計画変更：平成12年度）

（第２回計画変更（最終）：平成14年度）

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農産物の生産量の変化
① 作付面積（受益農家経営面積）

・ 草地整備改良により、飼料生産基盤が確保されるとともに、離農農家の農地を取得
するなど農地集積が進んだことから経営面積は増加している。

事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減

(実施前と評価時点の比較)

自給飼料生産基盤面積 1,878.6ha→ 1,880.6ha→ 2,010.3ha 131.7ha増(7.0%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：実施計画書、JAオホーツクはまなす調べ）

② 生産量（受益農家）
・ 肉用牛は「オホーツクはまなす牛」の名称でブランド化され、販路拡大を進めてい

ることから大幅な増となっている。

○ 家畜飼養頭数（受益農家）
事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減(実施前と評価時点の比較)

肉用牛 2,960頭 → 3,570頭 → 5,488頭 2,528頭増( 85.4%)
乳用牛 2,694頭 → 2,754頭 → 2,389頭 305頭減(△11.3%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：実施計画書、JAオホーツクはまなす調べ）
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２ 営農経費の節減
① 労働時間
・ 生産基盤及び草地管理用道路が整備がされたことで、大型機械の導入が可能となり作業

効率化が図られている。また、地区内において、労働時間の軽減に資する育成牛通年預託等
の業支援システムの活用が図られている。
○ 育成牛通年預託頭数（受入可能頭数）

事業完了時(H17) 評価時点 増減

140頭 → 1,410頭 1,270頭増
（出典：JAオホーツクはまなす調べ）

３ 畜産物の価格
○ 乳価

事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減(実施前と評価時点の比較)

81円/kg → 81円/kg → 72円/kg △9円/kg（△11.1%）
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：実施計画書、JAオホーツクはまなす調べ）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 農業の生産性の向上
・ 家畜排せつ物土地還元施設で生産された堆肥を整備改良を行った草地に還元する
ことにより良質な飼料作物が生産供給され、平均乳量が増加している。

事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減(実施前と評価時点の比較)

搾乳牛平均乳量 6.85t/頭 → 7.12t/頭 → 7.86t/頭 1.08t/頭(14.7%)
堆肥の生産量 57,479t/年 → 62,742t/年 → 68,522t/年 11,043t/年増(19.2%)
尿の処理量 20,662t/年 → 23,088t/年 → 25,473t/年 4,811t/年増(23.3%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：JAオホーツクはまなす調べ）

② 農業総生産の増大（受益農家）
・ 乳用牛農家は搾乳量の増加、肉用牛農家はブランド化された肉の販路拡大が進み

生産頭数が増加したことから生産額、所得額が共に増加している。

事業完了時 評価時点 増減

農業生産額 48,003千円/戸 → 56,312千円/戸 8,309千円/戸 (17.3%)
農業所得額 11,900千円/戸 → 14,695千円/戸 2,795千円/戸 (23.5%)

（出典：JAオホーツクはまなす調べ）

③ 農業生産の選択的拡大（受益農家飼養頭数・経営面積）
・ 地区全体での飼育頭数は頭打ちの状況であるが、農家戸数の減少から平均飼育頭

数は増加し、農地の集積も図られ経営規模拡大が進んでいる。

事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減(実施前と評価時点の比較)

平均飼養頭数(乳用牛) 58.6頭/戸 → 59.9頭/戸 → 91.9頭/戸 33.3頭/戸増(56.8%)
平均基盤面積 38.3ha/戸 → 38.4ha/戸 → 69.3ha/戸 31.0ha/戸増(80.9%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：実施計画書、JAオホーツクはまなす調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
① 農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化

・ 農地の集積により乳牛1頭当たりの飼料作物作付け面積が増加し自給飼料の供給量も増加
している。

事業実施前(H9) 計画 評価時点 増減

(実施前と評価時点の比較)

乳牛1頭当たり飼料 0.70ha/頭 → 0.74ha/頭 → 0.84ha/頭 0.14ha/頭(20.0%)
作物作付け面積

（出典：JAオホーツクはまなす調べ）
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３ 費用対効果分析の結果
妥当投資額（B） 1,815百万円
総事業費（C) 1,509百万円
投資効率（B/C） 1.20
（注）投資効率方式により算定

ウ 事業により整備された施設の管理状況
・ 事業により整備された草地管理用道路及び雑用水設備は、維持管理が適切に行われており、

今後においても適切に維持管理を行うこととしている。
また、草地、家畜排せつ土地還元施設は、引渡しを受けた生産者が適正に管理を行われて

いる。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境（受益農家）
・ 草地管理用道路整備の結果、大型機械等の通行が可能になるとともに、砂塵防止等の営農

阻害要因が除去された。
雑用水設備の整備の結果、各路線の末端で発生していた水量不足が解消され、発がん性物

質を含んだ石綿管管路の改修が行うことができた。
・ 家畜排せつ物土地還元施設（尿溜、堆肥舎）の整備により、家畜排せつ物の適切な管理

・利用が行われ、良質堆肥の生産により農地還元が行われ、有機物資源として資源循環
が促進されている。

２ 自然環境
・ 整備改良された草地は、家畜排せつ物の還元先としても有効活用されており、事業を実

施したことにより、自然環境への負荷の軽減と地域環境の改善が図られた。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 紋別市総人口は、平成7年は30,137人であったが、平成22年には24,745人となり5,392人
の減少（△17.9％）となっている。（出典：国勢調査）

・ 紋別市の就業者数は、平成7年は15,296人（第１次産業：1,591人）であったが、平成17
年には13,250人（第１次産業：1,183人）となり2,046人の減少（△13.4％）となっている。

（出典：紋別市統計資料）

２ 地域農業の動向
・ 農業算出額は、平成7年は563百万円であったが、平成18年には639百万円となり76百万円

の増加（13.5%）となっている。（出典：北海道農林水産統計年報）
・ 紋別市の経営農家戸数は、平成7年時点で263戸であったが平成22年時点では145戸となっ

ており、農家戸数は減少している。
・ 紋別市の経営耕地面積は、平成7年時点で7,350haであったが平成22年時点では7,564ha

となっており、自給的農家からの農地集積が進んでいることによるものと推察される。
（出典：農(林)業センサス ）

カ 今後の課題等
担い手の減少や高齢化の進行等により、集落機能が低下しつつある現状において、地域農業

の中核的な担い手となる農業生産法人の育成を行い、スケールメリットを生かした生産性の合
理化、農地の集約、担い手の就業確保、雇用の創出などを行う一方、省力的かつ低コストな生
産技術等を取り入れ、農作業の外部委託化等のサポート体制をより一層図る必要がある。

事 後 評 価 結 果 ・ 基盤整備を契機に経営規模の拡大が図られるとともに、自給飼
料の増産につながっている。

・ 家畜排せつ物土地還元施設の整備により、家畜ふん尿が適切に
処理され、農地に還元されるなど、資源循環が促進されている。

第 三 者 の 意 見 ・ 特段の意見なし。
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 生産局（北海道）

都道府県名 北海道 関係市町村名 天塩郡豊富 町
て しおぐんとよとみちよう

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 庄 内
しょうない

(道営草地整備改良事業(担い
手中核型))

事業主体名 北海道 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、日本最北端北海道宗谷管内の日本海側に位置し、その厳しい気象条

件から、草地型酪農地帯として発展してきた。乳製品の消費拡大が期待される中、
本格的な乳製品市場の国際化に対応すべく、高品質かつ低コストな生乳生産が求
められている。

このため、草地の整備改良を行い、草地利用の省力化及び飼料生産の効率化を
図り、生産性を向上させることを目的に本事業を実施した。

受益面積：1,638ha
受益者数：個人53戸、法人２戸、合計55戸
主要工事：草地整備改良661.7ha、家畜排せつ物土地還元施設11ヶ所（堆肥舎８ヶ所、

尿溜３ヶ所）
総事業費：1,382百万円
工 期：平成12年度～平成17年度(第１回計画変更 平成13年度)

(第２回計画変更(最終)：平成16年度)

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農産物（畜産物）の生産量の増加
① 作付面積（受益農家経営面積）

・ 当初計画時より６戸の参加農家が離農（最終計画変更時点で５戸が離農）し、１戸
の農家が新たに参加しているが、離農後の農地は地区内・外の農家に譲渡及び貸付さ
れていることから減少している。

事業実施前（H11） 評価時点 増減
牧草地 4,526.2ha → 4,139.3ha 386.9ha減少(△8.5％)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

② 生産量（受益農家）
・ 乳用牛の飼養頭数は増加している。肉用牛の飼養頭数も増加した（最終計画変更時

点で２戸であったが、現在は１戸と減少）。

○ 家畜飼養頭数（受益農家）
事業実施前（H11） 評価時点 増減

乳用牛 5,764頭 → 6,098頭 334頭増加(5.6%)
肉用牛 0頭 → 10頭 10頭増加(皆増)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）
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○ 畜産物生産量（生乳生産量）（受益農家）
事業実施前（H11） 評価時点 増減

25,716ｔ → 26,529ｔ 813ｔ増加(3.2%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

２ 営農経費の節減
・ 家畜排せつ物還元ほ場の整備と併せて家畜排せつ物処理施設の整備と、一体的な整備を

行ったことで高性能大型機械による効率的な作業が可能となり、労働時間の短縮が図られ
ている。

○ 草地管理に係る労働時間
事業実施前（H11） 計画 評価時点 増減

（実施前と評価時点の対比）
42.5hr/ha → 24.7hr/ha → 14.9hr/ha 27.6hr/ha減少

○ うち堆肥散布に係る労働時間
事業実施前（H11） 計画 評価時点 増減

（実施前と評価時点の対比）
5.1hr/ha → 3.9hr/ha → 1.5hr/ha 3.6hr/ha減少

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：実施計画書、北宗谷農業協同組合調べ）

・ また、町内にはヘルパー利用協同組合等が組織されており、それらを活用することで、
より一層の労働時間の軽減が図られている。

○ 豊富町農協酪農ヘルパー利用組合（延べ日数）
事業実施前（H11） 評価時点 増減
2,173日 → 3,129日 959日増加

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

３ 畜産物の価格
○ 乳価

事業実施前（H11） 評価時点 増減
73.2円/kg → 72.2円/kg 1.0円/kg減少(△1.4％)

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項

① 農業の生産性の向上
・ 飼料作物の年間総収量は、事業実施前に比べ微増している。また、家畜ふん尿処
理施設で生産された堆肥等の農地還元も促進されており、良質な粗飼料の生産及び供
給が行われている。

○ 飼料作物の単収
事業実施前（H11） 評価時点 増減
3.49t/10a → 3.58t/10a 0.09ｔ/10ａ(2.6%)

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
○ 家畜ふん尿の処理状況

（H16） （H22） 増減
堆肥の生産量 13,403t/年 → 14,207t/年 804t増加(6.0％)
尿の処理量 1,937t/年 → 2,111t/年 174t増加(9.0％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）



- 384 -

・ 生産基盤の整備や家畜ふん尿処理施設が整備されたことにより良質な粗飼料が生産
及び供給されているものの、１頭当たりの生乳生産量は、近年の濃厚飼料の高騰に伴
う飼養管理手法の転換などにより、生乳生産量に影響しわずかな減となっている。

○ 年平均生乳生産量
事業実施前（H11） 評価時点 増減
7,187kg/頭・戸 → 7,025kg/頭・戸 162kg/頭・戸(△2.3%)

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

② 農業生産額の増大（受益農家）
・ 農業生産額は最終計画変更を行った平成16年に比べ1.7％ 増加しているものの、濃

厚飼料価格などの生産資材の上昇により、農業所得は減少している。

（H16） 評価時点 増減
農業生産額 3,022百万円 → 3,072百万円 50百万円増加( 1.7%)
農業所得額 984百万円 → 761百万円 223百万円減少(△22.7%)

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

③ 農業生産の選択的拡大（受益農家飼養頭数・経営面積）
・ 戸当たり飼養頭数は増加傾向であり、また、一部で農地の利用集積が進んでいる

ことから戸当たり自給飼料の生産基盤面積も増加している。

（H16） 評価時点 増減
平均飼養頭数（乳用牛） 107.9頭/戸 → 110.9頭/戸 3.0頭/戸増加(2.8%)
平均基盤面積 72.7ha/戸 → 75.3ha/戸 2.6ha/戸増加(2.6%)
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果の確認
農用地の確保と有効利用による食料供給力の強化
・ 新たな自給飼料生産基盤を確保するため、離農地を中心に農用地の集積等を行い農

地の有効利用を行っている。しかし、受益者以外（地区外）の農家への集積もあるこ
とから、事業実施前に比べ微減となっている。

事業実施前（H11） 評価時点 増減
担い手への農用
地の集積及び整 75.4ha/戸 → 75.3ha/戸 0.1ha減少(0.1%)
備の戸当たり面積

※評価時点については、平成22年のデータを使用している。
（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

３ 費用対効果分析の結果
妥当投資額（B） 2,485百万円
総事業費（C） 1,600百万円
投資効率（B/C） 1.55
（注）投資効率方式により算定

ウ 事業により整備された施設の管理状況
・ 事業により整備された草地、家畜排せつ処理施設、周辺環境整備施設は「畜環整備糞尿

利用組合」により維持管理が適切に行われている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境（受益農家）

・ 家畜排せつ物土地還元施設（尿溜、堆肥舎）が整備されたことで、家畜排せつ物の適
切な管理・利用が行われ、畜産経営に起因する環境負荷が軽減され施設周辺住居への悪
臭の解消が図られた。
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（H16） （H22） 増減
堆肥の生産量 13,403t/年 → 14,207t/年 804t増加(6.0％)
尿の処理量 1,937t/年 → 2,111t/年 174t増加(9.0％)

（出典：北宗谷農業協同組合調べ）

２ 自然環境
・ 家畜排せつ物の適切な管理・利用が行われ、畜産経営に起因する環境負荷が軽減され

るとともに、草地等整備により家畜排せつ物の還元として有効活用されており、堆肥
として草地に還元された結果、地域環境の改善が図られた。

オ 社会経済情勢の変化
１ 社会情勢の変化

・ 豊富町の総人口は、平成11年は5,356人であったが、平成23年には4,373人となり、
983人の減少（△18.4％）となっている（出典：豊富町住民基本台帳）

・ 豊富町の就業者数は、平成７年は2,972人（うち第１次産業：753人）であったが、平
成17年には2,585人（うち第１次産業：626人）と減少している。（出典：国勢調査）

２ 地域農業の動向
・ 第１次産業産出額のうち農業畜産産出額は、平成11年は6,246百万円であったが、平

成18年には6,580百万円となり334百万円の増加（5.3%）となっている。また、第１次産
業の就業者数に占める農業の割合は、平成７年の90.4%から平成17年には95.5%に増加し
ている。（出典：北海道農林水産統計年報、国勢調査）

・ 豊富町の専業農家戸数は、平成７年は193戸であったが、平成22年には144戸となって
おり、農家戸数は減少している。（出典：農（林）業センサス）

・ 豊富町では、後継者不足等による離農が相次ぐ中、近年新規就農者の誘致に力を入れ、
農家戸数の維持に努めている。

カ 今後の課題等
１ 低コスト自給飼料生産の取り組み

・ 農用地の利用性向上（農地集積、農家作業効率化）、機械の効率的な利用を進め、安
定した酪農経営を展開するため、糞尿の適正処理と堆肥の有効利用を推進し、地域にあっ
た低コストで高品質な粗飼料を確保する必要がある。

２ 担い手の育成・確保
・ 高い技術と優れた経営管理能力を持つ担い手の育成及び確保のため、若者を惹きつけ
る魅力ある農業を確立することを基本に、農家子弟の就農を図るための実践的な研修教育
の機会を創出するとともに、農業改良普及センターや財団法人北海道農業開発公社などと
連携しながら、情報の提供や技術の指導・助言を推進し、円滑な就農のための環境整備
を図る必要がある。

３ 安全・安心な食料の供給
・ 本地区の飼料基盤の整備によって良質な自給飼料の乳牛への供給は、地区内での広大

な牧草地を最大限活かし、良質な「土・草・牛」を基本とした、新鮮で安全・安心な生
乳の生産を可能にした。

地区内で生産された生乳は、主に町内の『豊富牛乳公社』へ集荷され、最新の設備を
備えた牛乳専用プラントと徹底した品質管理を経て『豊富牛乳』へと製品化されており、
（道内資本のコンビニエンスストアチェーン）により道内外の各店へ飲用乳やアイスク
リームなどの乳製品として消費者に届けられ、豊富ブランドが確立されて
いることから、この取組を継続していくことが必要である。

事後評価結果 ・ 草地基盤の整備により自給飼料基盤が確保され、大型機械の効率
的利用が可能となり、良質な自給飼料の増産が図られた。

・ 堆肥舎の整備により家畜糞尿が適正に処理され、堆肥として草地
に還元された結果、地域環境の改善が図られた。

第三者の意見 ・ 特段の意見なし。
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（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 東海農政局

都道府県名 岐阜県 関係市町村名 高山市（旧大野郡清見村、旧荘
たかやま し おお の ぐんきよ み むら しよう

川村、旧国府町）、飛騨市(旧吉
かわむら こく ふ ちよう ひ だ し よし

城郡古川町）、白川村
き ぐんふるかわちよう しらかわむら

草地畜産基盤整備事業
事 業 名 地 区 名 飛騨西部

ひ だ せい ぶ

（畜産基盤再編総合事業）

事業主体名 （社）岐阜県農畜産公社 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、高冷地野菜と「飛騨牛」の主産地であり、地区全体の肉用牛飼養頭数の

増加を課題とし、公共牧場等の飼料生産基盤の整備による飼料費の節減や家畜飼養施
設、家畜排せつ物処理施設等の農業用施設の整備を行い、優良子取り用めす牛の確保
による地域への肥育もと牛の安定供給や、肥育成績を活用した和牛改良を進め、地域
畜産の持続的な発展を図るため本事業を実施した。

受益面積：78ha※

受益戸数：11戸※（農家８戸、公社１、市１、村１）
※草地造成、草地整備及び施設用地造成の面積並びに農家等

主要工事：草地造成8.9ha、草地整備66.2ha、用排水施設整備４式、隔障物整備21.3km、草地等
管理用道路1.1km、施設用地造成2.5ha、家畜飼養施設（繁殖センター他３棟）、家畜
排せつ物処理施設３棟、活性化施設（畜産センター等）、農機具導入16台（飼料作物
収穫機械等）

総事業費：1,447百万円
工 期：平成12年度～平成17年度（計画変更年度：平成16年度）

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物の生産量の変化
飼料作物作付面積は、飼料生産基盤の整備等により生産性が向上し、草地の造成等によ

り事業実施前に比べ12ha増加している。また、自給飼料生産量は、２倍の19,954ｔとなっ
ている。

事業実施前（平成11年） 計 画 評価時点
飼料作物作付面積： 404ha → 423ha → 416ha
自給飼料生産量： 9,547ｔ → 19,649ｔ → 19,954ｔ
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（評価時点資料：農家聞き取り）

２ 営農経費の節減
飼料生産基盤の整備や農機具の導入等により、飼料や堆肥の生産などの労働時間が節減

されるとともに、繁殖センターでは、肥育もと牛を個体ごとに管理できるほ育牛舎の整備
により下痢などの病気の発生等が減少し、管理経費が節減されている。

（出典：農家聞き取り）

３ 畜産物の価格
① 肥育もと牛価格及び牛枝肉価格は、平成13年度のBSE発生に伴う影響により低下。その

後、平成18年度には回復したものの、平成20年度以降は景気の低迷により低下している。
（平成11年） （平成18年） （平成22年）

肉用肥育もと牛価格： 454,000円 → 536,002円 → 481,756円
（岐阜家畜市場平均）
牛枝肉卸売価格： 1,935円/kg → 2,365円/kg → 2,024円/kg
（岐阜食肉卸売市場・[めす和牛・去勢和牛平均]）

（資料：（独）農畜産振興機構調べ、農林水産省「食肉流通統計」）
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② 配合飼料価格は、平成18年以降、燃料用エタノール生産向け需要の増加等によるとうも
ろこしのシカゴ相場高騰を受けて上昇している。

（平成11年） （平成18年） （平成22年）
配合飼料価格： 39,328円/ｔ → 45,844円/ｔ → 50,523円/ｔ
（肉牛用農家購入価格）

（出典：農林水産省「流通飼料価格等実態調査」）

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項
・ 飼料生産基盤の整備や家畜飼養施設等の整備により、自給飼料生産に立脚した畜産経営

が育成され、飼養頭数の拡大、生産性の向上が図られている。
・ 肉用牛の飼養頭数は事業実施前の1.5倍の2,454頭となっており、本事業で整備した公共

牧場に預託する子取り用めす牛の頭数が増加している。
・ 肥育もと牛の出荷頭数は事業実施前の2.4倍の548頭となっており、本事業で整備した繁

殖センターで生産された肥育もと牛は、岐阜家畜市場を通じて、主に高山市、飛騨市、白
川村(以下、「３市村」という）の肥育牛飼養農家に出荷されている。

事業実施前（平成11年） 計 画 評価時点
肉用牛飼養頭数： 1,595頭 → 2,799頭 → 2,454頭

うち、公共牧場預託
子取り用めす牛頭数： 596頭 → 723頭 → 709頭

肥育もと牛出荷頭数： 223頭 → 337頭 → 548頭
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（評価時点資料：農家聞き取り）
・ 家畜飼養施設や家畜排せつ物処理施設の整備により、飼養環境の改善による良質肉用牛

の生産、良質堆肥生産により自給飼料の生産拡大が図られるとともに、施設園芸向けに堆
肥が販売されている。

・ 繁殖・肥育経営の中核を担う繁殖センター、畜産センター等の整備により、地域畜産の
安定的発展・地域の活性化が図られるとともに、飛騨牛の主産地の維持に寄与している。

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果等の確認
飼料基盤の整備等により、購入飼料から自給飼料への転換が図られ、飼料自給率が19％

上昇している。
事業実施前（平成11年） 計 画 評価時点

飼料自給率： 50％ → 59％ → 69％
※評価時点については、平成22年のデータを使用している。

（評価時点資料：農家聞き取り）

３ その他
供給した肥育もと牛の肉質データを一元管理し、繁殖成績と肥育成績を活用した和牛改

良を行い、遺伝的に優良な肥育もと牛の供給が可能になるとともに、早期離乳による分べ
ん間隔の短縮が図られ、安定的な肥育もと牛供給と地区全体の肥育成績が向上している。

４ 費用対効果分析の結果
妥当投資額（Ｂ） 2,639百万円
総事業費(Ｃ) 1,601百万円
投資効率(B/C） 1.64
（注）投資効率方式により算定

ウ 事業により整備された施設の管理状況
飼料生産基盤は、営農者による肥培管理が適切に行われている。また、家畜飼養施設及び

農機具等については、清掃やメンテナンスが行われ、施設維持について適切に管理されて
いる。

（出典：農家聞き取り）

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境

家畜排せつ物処理施設の整備を行い、堆肥化等家畜ふん尿の適切な処理を行っているこ
とから周辺住民からの悪臭等の苦情はない。

（出典：農家聞き取り）



- 389 -

２ 自然環境
家畜排せつ物処理施設の整備により適切な堆肥処理が行われ、河川への汚濁流出が解消

し、飼料生産基盤への堆肥還元や堆肥と耕種農家の稲わら交換等により、資源循環型の農
業が構築されている。

（出典：農家聞き取り）

オ 社会経済情勢の変化
１ 地域農業の動向

・ ３市村における総牧草地面積は1,143ha（平成18年）で、平成11年から横ばいで推移し
ている。

・ ３市村における肉用牛の飼養戸数は339戸（平成18年）で、平成11年に比べ143戸（30
％）減少し、岐阜県と同じ減少率となっている。また、現時点では、286戸（平成23年９
月末）で平成21年と比べ27戸（９％）減少している。

・ ３市村における肉用牛の飼養頭数は16,020頭（平成18年）で、平成11年に比べ97頭（１
％）減少しているが、岐阜県の4,300頭（11％）減少と比べ、本地域の減少率は低い。ま
た、現時点では、16,045頭（平成23年９月）で、平成21年に比べ103頭（１％）増加して
いる。

・ ３市村における肉用牛の農業産出額は49億円（平成18年）で平成11年に比べ15億円（46
％）増加しており、岐阜県の増加率（24％）を大幅に上回っている。

（出典：岐阜農林水産統計年報、（独）家畜改良センター「牛の個体識別情報」）

カ 今後の課題等
飼料基盤整備等により飼料自給率は向上したものの、景気の低迷等により枝肉価格が低下

し、飼養頭数は計画頭数を下回っている。このため、消費者ニーズに対応する牛肉の生産拡
大と生産性向上を図るため、耕畜連携強化による稲わら等の利用向上や、本格的な飛騨牛の
輸出に向け、更にＰＲしていく必要がある。

事 後 評 価 結 果 飼料生産基盤の整備等により、肥育もと牛出荷頭数の増加をはじ
め、肉用牛飼養頭数は事業実施前の1.5倍となり優良子取り用めす牛
等の供給が可能となるなど生産拡大が図られている。

公共牧場等の飼料生産基盤の整備により自給飼料率は上昇してい
る。

第 三 者 の 意 見 草地の基盤整備による飼料費の節減や和牛の改良は、肥育もと牛の
安定供給に貢献しており評価できる。また、草地基盤の整備と家畜排
せつ物の良好な処理の存続は、下流部を含めた流域全体の利益と密接
につながっていると思われる。

畜産をめぐる環境は決して良いとは言えないが、今後は、繁殖セン
ターや畜産センターなどの事業展開に加え、ブランドのＰＲなど事業
成果をもっと生かす取組を進める必要がある。また、草地畜産の経営
像全体を多くの国民に知ってもらえる工夫をされたい。



tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト
- 390 -

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト













tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト
- 396 -

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト













tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト
- 402 -

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト

tomoaki_matsuzawa
タイプライターテキスト



- 403 -

（別紙様式３）

農業農村整備事業等事後評価地区別結果書

局 名 沖縄総合事務局

都道府県名 沖縄県 関係市町村名 南城市（旧知念村、大里村）、
なんじようし ち ね ん そ ん おおさとそん

糸満市、八重瀬町（旧具志頭村）、
い と ま ん し や え せ ち よ う ぐ し か み そ ん

粟国村、座間味村
あ ぐ に そ ん ざ ま み そ ん

事 業 名 草地畜産基盤整備事業 地 区 名 本島南部
ほんとう な ん ぶ

（畜産基盤再編総合整備事業）

事業主体名 財団法人沖縄県農業開発公社 事業完了年度 平成17年度

〔事業内容〕
事業目的： 本地区は、さとうきび、畜産、野菜、花きを主体とした沖縄本島南部農業地域及び

さとうきびを主体とした周辺離島地域である。
これまで肉用牛については、粗飼料の生産基盤が脆弱で生産頭数は伸び悩んでいた。
よって本事業により、未利用・低利用の原野等を地域の担い手を中心に集積し、草地

の開発整備と併せ農業用施設等の導入により、肉用牛の低コスト生産の推進と経営の効
率化を図り、自給飼料基盤に立脚した肉用牛繁殖経営体の育成と安定化に資することを
目的とする。

受益面積：32ha
受益者数：14戸
主要工事：草地造成31ha、雑用水施設10ヶ所、草地等管理用道路整備903ｍ、隔障物4,631ｍ、

牛舎3,856㎡ （11棟）、食肉加工施設整備1ヶ所、乾草庫191㎡（３棟）、農具庫409㎡
（５棟）、堆肥舎564㎡（10棟）、農機具等導入65点

総事業費：1,639百万円
工 期：平成13年度～平成16年度

〔項 目〕
ア 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化

１ 農作物の生産量の増加（資料：実施計画書及び農家聞き取りを基にした沖縄県算出結果）
本事業で肉用牛の生産基盤が整備されたことにより、受益者の飼料基盤（牧草作付)面積

が拡大し、繁殖雌牛の飼養頭数が増加したことに伴い、子牛の生産頭数及び販売額が増加。
① 飼料基盤（牧草作付）面積

受益者の飼料基盤（牧草作付）面積は、事業実施前の33haから評価時点には54haへと21ha
（64%）増加。

（H12年)
草地面積 事業実施前 33ha → 計画 66ha → 評価時点 54ha

② 生産量（繁殖雌牛飼養頭数及び子牛生産頭数）
受益農家の肉用牛繁殖雌牛飼養頭数は、事業実施前の110頭から評価時点には443頭へ333

頭（303%）増加。
また、子牛生産頭数は事業実施前の36頭から評価時点には339頭へと303頭の大幅な増加。

(H12年）
繁殖雌飼養頭数 事業実施前 110頭 → 計画 479頭 → 評価時点 443頭
子牛生産頭数 事業実施前 36頭 → 計画 323頭 → 評価時点 339頭

２ 営農経費等の節減（資料：実施計画書、沖縄県畜産経営技術指標、沖縄県食肉センター及び
ＪＡおきなわ聞き取りを基にした沖縄県算出結果）

① 労働時間
・ 草地造成改良による飼料基盤の整備に併せて、農業用機械を導入したことにより、飼料作
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物生産に係る作業が大幅に改善され、作業の効率化及び生産性の向上が図られるとともに、
家畜飼養施設及び家畜排せつ物処理施設等の整備により、飼養管理作業の効率化が図られた
結果、労働時間の低減となった。

② 輸送コスト
・ 新しい衛生基準を満たした大型動物の食肉加工処理施設を沖縄県食肉センターに整備した

ことにより、肉用牛をと畜のために県外へ輸送する必要がなくなった。

３ 畜産物価格（資料：家畜市場肉用牛取引実績報告書（㈶沖縄県畜産振興基金公社））
・ 南部家畜市場での子牛の平均取引価格は、平成14年から平成19年まで上昇傾向で推移してき

たが、景気悪化の影響を受け、平成20年には下落傾向となった。その後、平成22年から持ち直
しつつあり、事業実施前の314千円から評価時点には351千円へと37千円（12％）の上昇となっ
た。

(H12年）
子牛取引価格 事業実施前 314千円 → 評価時点 351千円

４ その他（特記事項）
・ 畜産を取り巻く情勢

平成８年のＯ157が発生したことを受け、平成９年にと畜場に係る新しい衛生基準が設定さ
れたが、沖縄県内には新しい衛生基準をクリアした大型動物の食肉加工処理施設がなかったた
め、と畜のために県外に輸送する必要があった。

このため、本事業で沖縄県食肉センター内に新たな衛生基準を満たす大型動物の食肉加工処
理施設を整備した結果、と畜のために県外に輸送する必要が無くなった。

さらに、当該施設は平成13年からのＢＳＥ対策にも十分対応しており、県民に安全な牛肉を
提供する上で必要不可欠な施設となっている。

イ 事業効果の発現状況
１ 事業の目的に関する事項（資料：実施計画書、沖縄県畜産経営技術指標、沖縄県食肉センタ

ー、ＪＡおきなわ及び農家聞き取りを基にした沖縄県算出結果）

① 草地生産性の向上及び販売額の増加
・ 原野等を造成改良した結果、事業実施前に比べて収穫作業等が容易となり、さらに収穫調

製用の農業用機械の導入により作業の効率化が図られたことから、牧草の収量が大幅な増加
となり、草地生産性が向上。それに伴い、肉用牛繁殖雌牛の飼養頭数が増加した結果、子牛
及び牛の排せつ物から生産されるたい肥の生産量、販売額が増加。

(H12年）
牧草収量 事業実施前 125ｔ → 計画 791ｔ → 評価時点 643ｔ

子牛販売額 事業実施前 10,944千円 → 計画 84,208千円 → 評価時点 118,650千円

たい肥生産量 事業実施前 485ｔ → 計画 2,239ｔ → 評価時点 2,114ｔ

② 経営規模の拡大

・ 本事業の参加を契機として、事業参加者は経営面積の拡大を図り、それに伴い肉用牛飼養
頭数の増頭及び子牛生産頭数の増頭を図ることができた。事業参加者１戸当たりでみると、
飼料基盤面積では事業実施前の2.2haから評価時点には4.1haへと1.9ha（86％）の拡大、肉
用牛繁殖雌飼養頭数では事業実施前の24頭から評価時点には34頭へと10頭（42％）の増頭。

・ 事業参加者１戸あたりの経営面積及び飼養頭数
(H12年）

経営面積 事業実施前 2.2ha → 計画 5.1ha → 評価時点 4.1ha
飼養頭数 事業実施前 24頭 → 計画 37頭 → 評価時点 34頭

③ 営農経費等の節減
・ 労働費

経営規模拡大による飼養管理作業等の効率化が図られた結果、肉用牛繁殖雌牛１頭当た
りの年間労働時間は、事業実施前の83時間から評価時点には74時間へと９時間（11%）の
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削減が図られた。
・ 輸送コスト

肉用牛をと畜のために県外へ輸送する必要がなくなった結果、と畜に係る輸送コストの
低減が図られた。

④ 資源の有効活用
・ 家畜排せつ物処理施設（たい肥舎）を整備した結果、飼養肉用牛の排せつ物を適正に処

理できるようになった。また、生産したたい肥及び液肥の草地還元が行われるようになり、
併せて、近隣の野菜農家やさとうきび農家にたい肥を提供することで、排せつ物の資源リ
サイクルが促進された。

２ 土地改良長期計画における施策と目指す成果等の確認
(資料：実施計画書及び農家聞き取りを基にした沖縄県算出結果）

農用地の確保と有効利用による飼料供給力の強化
・ 本事業の実施で草地造成改良したことにより、原野等未利用地が優良な草地へと整備され

た。事業参加者１戸当たりの飼料基盤面積は、事業実施前の2.2haから評価時点には4.1haへ
と1.9ha（86％）の増加。

また、草地の造成・整備及び本事業の実施を契機として、飼料調整用機械等大型農業用機
械の導入、導入した農業用機械の共同利用及び地域のヘルパー組合の利用など効率的な粗飼
料生産体制が整備されつつある。

３ 費用対効果分析の結果
妥当投資額（Ｂ）1,775百万円
総事業費 （Ｃ）1,639百万円
投資効率（Ｂ／Ｃ）1.08
（注）投資効率方式により算定

ウ 事業により整備された施設の管理状況
牛舎、たい肥舎、保管庫及び農業用機械の管理状況
・ 事業により整備された牛舎、たい肥舎、保管庫については、事業完了後に引き渡しを受け

た参加農家によって、適切に管理されている。また、事業で導入された飼料収穫・調整用の
農業用機械についても、事業参加農家で適切に管理されている。

エ 事業実施による環境の変化
１ 生活環境
・ 事業により家畜排せつ物処理施設（たい肥舎）を整備したことにより、排せつ物の衛生的な

管理・利用が行われ、生活環境の保全が図られている。

２ 自然環境
・ 事業実施による周辺自然環境への影響は特に認められない。

なお、本地区のある本島南部周辺地域には、観光施設も多くあり、県内外から多くの観光客
等が訪れており、事業実施前には原野等であったが、本事業の実施により、牧草地へと転換さ
れたことで景観の保全が図られている。

オ 社会経済情勢の変化
（資料：国勢調査）

１ 社会情勢の変化
・ 本島南部地区の人口は平成２年には74,604人から、糸満市等の都市化の進展により、平成

17年には、83，491人と11.9%増加している。産業別就業者数の第１次産業就業人口は平成２
年の5,228人から平成17年には3,650人と30.2%減少している。

２ 地域農業の動向（資料：農林業センサス、家畜・家きん等飼養状況調査（沖縄県））
・ 本島南部地区の経営耕地面積は、平成２年の2,909haから平成17年では1,315haへと1,549

ha減少している。
本島南部地区の総農家数は、平成２年の4,537戸から平成17年には2,888戸へと1,649戸減

少している。また、専業農家は837戸から740戸へと97戸減少しているが、総農家数に占める
専業農家の割合は、18%から26%へ増加している。

・ 本地区のある本島南部地域の肉用牛の飼養戸数については、平成２年の184戸から平成17
年には137戸へと47戸（25.5％）減少しているが、飼養頭数については、平成２年の1,975頭
から平成17年には3,022頭へと1,047頭（53％）増加しており、１戸当たりの飼養頭数は10.7
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頭から22.1頭へと２倍以上伸びている。

カ 今後の課題等
未利用・低利用の原野等を造成改良したことで、草地の集積及び収穫調整用の農業用機械の

導入による作業の効率化に伴い、飼養頭数の規模拡大が進んでいることから、肉用牛の低コス
ト生産の推進と経営の効率化が図られている。

さらに、低コスト生産の推進を図るためには、一層の自給飼料生産基盤である草地の集積・
確保や経営規模拡大による労働負担の軽減を図るとともに、飼料生産支援組織活動のさらなる
転換が必要である。

事 後 評 価 結 果 草地等造成整備や良質な堆肥の農地還元により、自給飼料生産や子
牛生産頭数が増加し、経営の安定化が図られたことから事業の効果が
発現されている。

第 三 者 の 意 見 本事業の実施を通じて、飼料作付面積の拡大による良質粗飼料の供
給拡大、肉用牛繁殖経営の規模拡大による子牛生産頭数の増加や経費
縮減など、事業効果の発現が確認された。
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